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物流特殊指定
独占禁止法に基づく「特定荷主が物品の運送又は保管を委託する場合等の特定の不公正な取引方法」ガイドブック

知っておきたい「物流分野の取引ルール」
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物流特殊指定は、
物流分野における取引の適正化を
図ることを目的としています。

　物流特殊指定（正式名称：特定荷主が物品の運送又は保管を委託する

場合等の特定の不公正な取引方法）は、荷主と物流事業者、着荷主と発荷

主との取引における優越的地位の濫用を効果的に規制するために指定さ

れた、独占禁止法（正式名称：私的独占の禁止及び公正取引の確保に関す

る法律）上の告示（注）です。

（注）独占禁止法は、公正かつ自由な競争の制限につながるような行為、競争の基盤

を侵害するような行為を不公正な取引方法として禁止しています。物流特殊指定

は、荷主と物流事業者、着荷主と発荷主との取引に適用される不公正な取引方法

として、独占禁止法第２条第９項第６号に基づき、公正取引委員会が指定していま

す。
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公正取引委員会は、
物流特殊指定と取適法を運用する
ことによって、
物流分野全体の取引の適正化に
努めています。

　公正取引委員会は、物品の運送又は保管を委託する取引のうち、荷主

と物流事業者との取引については取適法（正式名称：製造委託等に係る

中小受託事業者に対する代金の支払の遅延等の防止に関する法律）及

び物流特殊指定（第１項及び第３項）を運用し、また、物品の販売、製造

請負、修理請負、情報成果物の作成請負における継続的な取引のうち、

着荷主と発荷主の取引については物流特殊指定（第２項及び第３項）を

運用することにより、物流分野全体の取引の適正化に努めています（図

１）。

（図１）物流分野全体の取引の公正化のための枠組み

発荷主 着荷主

元請物流事業者

物品の運送・保管の委託
（物流特殊指定）

物品の販売・製造請負・修理請負・
情報成果物の作成請負における

継続的な取引
（物流特殊指定）

物品の運送・保管の再委託
（物流特殊指定）

物品の特定運送委託
（取適法）

受託物流事業者

物品の運送・保管の再委託
（取適法）
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　荷主（Ａ）が物流事業者（Ｂ）に対して、継続的※に物品の運送又は保管を委託して
いる場合（図２）において、荷主及び物流事業者の資本金の額、従業員の数や取引上
の地位が物流特殊指定が定めるいずれかの関係（図３）にあるときは、それぞれ特定
荷主及び特定物流事業者として、物流特殊指定の適用対象となります。

※　継続的とは、毎月のように連続的に委託（受託）しているということまでは必要ではなく、例えば、不定
期であっても繰り返し委託（受託）しているような場合も含まれます。

規制の対象となる取引①　（荷主と物流事業者間の取引）
　　　　荷主が物流事業者に対して直接委託する場合

（図２）荷主と物流事業者の取引

（図３）荷主と物流事業者の関係

Ａ：荷主
（特定荷主）

Ｂ：物流事業者
（特定物流事業者）

物品の運送・保管の委託

物流特殊指定

資本金３億円以下（個人事業者を含む。）
（資本金３億円超の事業者の子会社を除く。）

資本金１千万円以下（個人事業者を含む。）
（資本金１千万円超の事業者の子会社を除く。）

常時使用する従業員 300 人以下
（個人事業者を含む。）

取引上の地位が劣っている物流事業者

荷主
（特定荷主）

物流事業者
（特定物流事業者）

資本金３億円超

資本金１千万円超３億円以下

常時使用する従業員 300 人超

取引上の地位が優越している荷主

a

b

c

d

※　dにおける取引上の地位の優劣の判断に際しては、荷主と物流事業者の関係ごとに、取引
依存度、荷主の市場における地位、取引先変更の可能性等を総合的に考慮します。
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　荷主（Ａ）の子会社（Ｂ）が物品の運送又は保管を物流事業者（Ｃ）に対して再委託
する場合において、ＣがＡから直接運送又は保管の委託を受けると仮定したときに、
ＡとＣが３頁の（図３）「荷主と物流事業者の関係」のいずれかに該当することとなる
場合には、ＢとＣとの取引に物流特殊指定が適用されます。

　（図４）の例では、資本金５億円（３億円超）の荷主（Ａ）と資本金２千万円（３億円以下）の受託
物流事業者（Ｃ）の組合せとなるため、３頁の（図３）「荷主と物流事業者の関係」のaに該当
します。

規制の対象となる取引①　（荷主と物流事業者間の取引）
　　　　荷主の子会社が物流事業者に対して再委託する場合

（図４）荷主の子会社と物流事業者の取引

【参考】

資本金３億円以下（個人事業者を含む。）

資本金１千万円以下（個人事業者を含む。）

常時使用する従業員 300 人以下（個人事業者を含む。）

委託事業者（元請物流事業者） 中小受託事業者（受託物流事業者）

（例）資本金５億円

特定荷主・特定物流事業者の認定に
用いられる資本金

資本金３億円超

資本金１千万円超３億円以下

常時使用する従業員 300 人超

※１　荷主（Ａ）が元請物流事業者（Ｂ）の議決権の過半数を有していること（間接保有によるものも含む。）。
※２　荷主（Ａ）の子会社（Ｂ）の資本金が３億円超であって、ＢがＡから請け負った物品の運送又は保管を資本金

３億円以下の他の物流事業者に再委託する場合など、取適法と物流特殊指定の両方に該当する場合は、原
則として取適法が優先して適用されます（下記【参考】参照）。

（注）取適法の詳細については、『中小受託取引適正化法ガイドブック』など取適法に関する各種ガイドブックや公正
取引委員会のホームページを併せて御確認ください。

元請物流事業者と受託物流事業者の資本金の額又は従業員の数が以下のいずれかの関係にある場合は、
取適法が適用されます。

Ａ：荷主 Ｂ：元請物流事業者
　（荷主Ａの子会社※１）
（特定荷主とみなす）

Ｃ：受託物流事業者

（特定物流事業者とみなす）

物品の運送・保管の再委託物品の運送・保管の委託

（例）資本金２千万円（例）資本金３千万円

物流特殊指定※２
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以下のような行為をされていませんか？していませんか？
これらの行為は物流特殊指定上問題があります！！

特定荷主の禁止行為

①　代金の支払遅延（物流特殊指定第１項第１号）

特定荷主は、特定物流事業者に責任がある場合を除き、代金（運賃や保管料）を
あらかじめ定めた支払期日までに支払わなければいけません。
　また、①手形を交付することや、②一括決済方式や電子記録債権について、支払期
日までに代金の満額に相当する現金と引き換えることが困難であるものを使用する
ことも、支払遅延に該当し、禁止されます。

具体例①

具体例②

　荷主は、物流事業者に対し、自社の資金繰りの都合がつかなかったことを理由に、あらかじめ
定めた支払期日を経過して代金を支払った。

代金は手形でお支払い
します。

うちだって取引先への
支払があるのに･･･

支払期日に現金を
受け取れる約束だった
のに…

　荷主は、物流事業者に対し、手形を交付することによって代金を支払った。

荷主の資金繰りを理由として･･･

手形を交付して･･･

顧客からまだ支払を受けて
いないので、そちらへの支払
も遅れます。

荷　主

荷　主

物流事業者

物流事業者
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②　代金の減額（物流特殊指定第１項第２号）

　特定荷主は、特定物流事業者に責任がある場合を除き、あらかじめ定めた代金の
額を減じてはいけません。

具体例①

具体例②

具体例③

引き下げた代金は先月
発注した分から適用し
ますね。

管理事務手数料として
○○万円を代金から
差し引きますね。

引き下げる前に受託した
ものにまで引き下げた代金を
適用するなんてひどいよ･･･

そんな約束していない
のに･･･
勝手に差し引くなんて
ひどいよ･･･

うちに責任はないのだから
全額支払ってもらわないと
困るよ･･･

　荷主は、物流事業者との間で代金の引下げについて合意したが、引下げ前の代金で発注した
ものについてまで新しい代金を遡って適用することにより、代金の額を減じた。

 　荷主は、「管理事務手数料」として代金の額に一定率を乗じて得た額を代金の額から減じた。

　荷主は、自己の顧客から販売した商品の単価を引き下げられたことを理由に、物流事業者に
対して支払う代金の額を減じた。

引き下げた代金を発注済みのものにまで･･･

手数料の名目で･･･

荷主の顧客からの減額を理由として･･･

顧客から商品の単価を
引き下げられたので、
その分、そちらに支払う
代金から差し引きますね。

荷　主

荷　主

荷　主

物流事業者

物流事業者

物流事業者
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③　買いたたき（物流特殊指定第１項第３号）

特定荷主は、同種又は類似の内容の運送又は保管に対し通常支払われる対価に
比べて著しく低い代金の額を不当に定めてはいけません。

具体例①

具体例②

具体例③

　荷主は、物流事業者と十分に協議することなく、自社の予算を基準にして一方的に代金の額を
決定した。

荷主の予算を基準にして･･･

　荷主は、個々の物流事業者の事情を考慮することなく、一方的に従来の代金から一律に
一定率で代金を引き下げることとした。

　荷主が、これまでの週一回の配送を毎日の配送に変更するよう物流事業者に申し入れた
ところ、物流事業者は、配送頻度が増加すれば運送費等の費用がかさむため新たに見積書
を提出したが、荷主は、物流事業者と十分な協議をすることなく、代金の額を据え置いた。

一律に一定率の代金引下げを･･･

多頻度配送に変更しても代金はそのまま･･･

物流費に充てる予算に余裕が
ないので、来月からの代金は
○○万円に引き下げます。

来月以降、これまでの代金
から一律に○％引き下げた
額でお願いしますね。

これからは毎日配送して
ください。
代金は今までどおりの額
でお願いします。

そんなムチャな･･･

うちとは何も交渉して
いないのに･･･

毎日配送すれば費用が
かさむのに･･･
代金がそのままなんて
ひどいよ･･･

荷　主

荷　主

荷　主

物流事業者

物流事業者

物流事業者
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④　物の購入強制・役務の利用強制（物流特殊指定第１項第４号）

　特定荷主は、正当な理由がある場合を除き、特定物流事業者に対して自己の指定
する物又は役務を強制して購入・利用させてはいけません。

具体例①

具体例②

　荷主は、物流事業者に対し、自社の発注担当者を通じて、取引先が販売する季節商品を購入
させた。

　荷主が、物流事業者に対し、自ら指定するリース会社とトラックのリース契約を締結するよう
要請したところ、物流事業者は既に同等の性能のトラックを保有していることから、リース契約
の要請を断ったにもかかわらず、荷主は契約締結を再三要請し、当該契約を締結させた。

荷主の発注担当者を通じて･･･

再三要請して･･･

うちの取引先が
販売している
商品を少し買って
くれませんか。

この前お願いしたトラックの
リースの件ですが、
是非とも契約をお願いします。

発注担当者からのお願いか･･･
今後の取引もあるから断り
づらいな･･･

何度もお願いされたら
断りづらいよ･･･

荷　主

荷　主

物流事業者

物流事業者
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⑤　不当な経済上の利益の提供要請（物流特殊指定第１項第５号）

　特定荷主は、自己のために、お金やサービス、その他の経済上の利益を提供させる
ことにより、特定物流事業者の利益を不当に害してはいけません。

具体例①

具体例②

具体例③

　荷主は、物流事業者に対し、物流事業者の利益との関係を明らかにすることなく、自社の主催
するイベントの開催のための協賛金を提供させた。

イベント協賛金として･･･

　荷主は、物流事業者に対し、自社の倉庫に保管してある荷物の仕分け作業や梱包作業を無償
で行わせた。

　荷主は、物流事業者に対し、荷物の積み下ろしのための待機時間に、他の物流事業者が
運送した荷物の積み下ろし作業を無償で行わせた。

荷主の倉庫に元々あった荷物まで･･･

　他の物流事業者が運んだ荷物の積み下ろし作業まで･･･　他の物流事業者が運んだ荷物の積み下ろし作業まで･･･　他の物流事業者が運んだ荷物の積み下ろし作業まで･･･　他の物流事業者が運んだ荷物の積み下ろし作業まで･･･

うちの倉庫に保管してある
荷物の整理をお願いします。

うちの製品のイベントを
開催するので、
協賛金として○○万円の
提供をお願いします。

他の物流事業者の
積み下ろしのお手伝いを
お願いします。

荷物の整理だって？
うちが運んだ荷物でも
ないのに･･･

○○万円も払えっていうの？
うちにとって何のメリットが
あるのかな･･･

どうしてうちが
手伝わなければ
いけないの？

荷　主

荷　主

荷　主

物流事業者

物流事業者

物流事業者
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⑥　不当な運送・保管内容の変更・やり直し（物流特殊指定第１項第６号）

　特定荷主は、運送又は保管を変更させたりやり直させたりすることにより、特定
物流事業者の利益を不当に害してはいけません。

具体例①

具体例②

具体例③

　荷主は、物流事業者に対し、運送の委託を直前に取り消したにもかかわらず、当該運送の
手配に要した費用の一部を物流事業者に負担させた。

運送の委託を取り消したにもかかわらず･･･

　荷主は、自己の都合で工事を延期し、設備工事に使用する資材の運送をやり直させたにも
かかわらず、それにより生じた費用の一部を物流事業者に負担させた。

　荷主は、自己の都合を理由に、配送先を変更したにもかかわらず、変更に伴い必要となる
費用の一部を物流事業者に負担させた。

運送をやり直させたにもかかわらず･･･

配送先を変更したにもかかわらず･･･

顧客から発注を取り消され
ましたから、そちらにお願い
している運送の委託は
取り消します。

運送の準備にかかった
費用は全額支払って
くれるのかな･･･

せっかく運送していただき
ましたが、工事は急に延期
になりました。
運送をやり直してもらえ
ますか。

まさかタダでという
わけじゃないよね･･･

荷物の配送先が変更に
なりましたので、
よろしくお願いします。

随分遠くに変更されたな･･･
追加の代金は支払ってくれる
のかな･･･

荷　主

荷　主

荷　主

物流事業者

物流事業者

物流事業者
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⑦　協議に応じない一方的な代金決定（物流特殊指定第１項第７号）

　特定荷主は、特定物流事業者から価格協議の求めがあったにもかかわらず、協議に
応じなかったり、必要な説明を行わなかったりするなど、一方的に代金を決定しては
いけません。
　また、特定物流事業者からの協議の求めを明示的に拒む場合のほか、例えば、協
議の求めを無視したり、協議の実施を繰り返し先延ばしにしたりして、協議の実施を
困難にさせる場合も、協議に応じない一方的な代金決定に該当し、禁止されます。

具体例①

具体例②

　荷主は、物流事業者が代金の引上げについて協議を求めたにもかかわらず、これを無視し、拒
否し、又は回答を引き延ばすなどにより、協議に応じなかった。

　荷主は、代金の額の引下げを要請する場合において、物流事業者がその説明を求めたのに対
し、具体的な理由の説明や根拠資料の提供をすることなく、代金の額を引き下げた。

協議の求めを無視して…

代金引下げの理由や算定根拠を説明せずに…

来月以降も、これまでどおり
の代金でお願いします。

引下げの理由や算定根拠
について説明をお願いし
たのに･･･

来月から、運送代金を
○％引き下げます。

燃料費や人件費が上がって
いるので、代金について協議
をお願いしたのに･･･

荷　主

荷　主

物流事業者

物流事業者
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⑧　要求拒否に対する報復措置（物流特殊指定第１項第８号）

⑨　情報提供に対する報復措置（物流特殊指定第３項）

　特定荷主は、減額の要求や自己の指定する物の購入の要求等（前記①～⑦）を
拒否したことを理由として、特定物流事業者に対して取引の量を減じたり、取引を
停止したりしてはいけません。

　特定荷主は、特定荷主が物流特殊指定第１項に掲げる行為（前記①～⑧）をして
いた場合に、特定物流事業者が公正取引委員会に対しその事実を知らせ、又は
知らせようとしたことを理由として、取引の量を減じ、取引を停止し、その他不利益な
取扱いをしてはいけません。

具体例

具体例

　荷主は、物流事業者に対し、協賛金の提供を要請したところ、これを拒否されたことから、
そのことを理由として取引の量を減らした。

　荷主は、物流事業者が公正取引委員会に対して減額したことを知らせようとしたことを理由と
して、取引を停止した。

協賛金の提供要請を拒否されたことを理由に･･･

情報提供したことを理由に･･･

この前お願いしたイベントの
協賛金を支払っていただけ
なかったので、取引の量を
減らします。

そんな･･･

そんなことを言うのなら
今後取引しませんよ。

そんな値引き要求は
独占禁止法上問題ですよ。
公正取引委員会に
言いますよ。

荷　主

荷　主

物流事業者

物流事業者
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規制の対象となる取引②　（着荷主と発荷主間の取引）

Ａ：発荷主
（特定発荷主）

物品の販売、製造請負若しくは修理請負又は情報成果物の作成請負に
おける継続的な取引

Ｂ：運送事業者 Ｂ：運送事業者

運送の委託※

物流特殊指定

運送の委託

　発荷主（A）が業として行う物品の販売、製造請負若しくは修理請負又は情報成果
物の作成請負における継続的な取引の相手方となる着荷主（C）が、その目的物等の
物品の引渡しを受け、発荷主がその着荷主に対しその物品を引き渡すために行う運
送を他の事業者（B）に委託する場合（図５）において、着荷主及び発荷主の資本金の
額、従業員の数や取引上の地位が物流特殊指定が定めるいずれかの関係（図６）にあ
るときは、それぞれ特定着荷主及び特定発荷主として、物流特殊指定の適用対象とな
ります。

※　２次請け以降の運送事業者が、物品の運送を行う場合も含まれます。

※　dにおける取引上の地位の優劣の判断に際しては、着荷主と発荷主の関係ごとに、取引依存度、
着荷主の市場における地位、取引先変更の可能性等を総合的に考慮します。

（図５）着荷主と発荷主の取引

（図６）着荷主と発荷主の関係

Ｃ：着荷主
（特定着荷主）

着荷主
（特定着荷主）

発荷主
（特定発荷主）

資本金３億円以下（個人事業者を含む。）

資本金１千万円以下（個人事業者を含む。）

常時使用する従業員 300 人以下
（個人事業者を含む。）

取引上の地位が劣っている発荷主

資本金３億円超

資本金１千万円超３億円以下

常時使用する従業員 300人超

取引上の地位が優越している着荷主

●a

●b

●c

●d
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以下のような行為をされていませんか？していませんか？
これらの行為は物流特殊指定上問題があります！！

特定着荷主の禁止行為

①　不当な経済上の利益の提供要請（物流特殊指定第２項第１号）

特定着荷主は、自己のために、物品の運送の役務以外の役務、その他の経済上の
利益を提供させることにより、特定発荷主の利益を不当に害してはいけません。

具体例①

具体例②

　着荷主は、発荷主に対し、あらかじめ契約内容に含まれていないにもかかわらず、商品の荷下
ろし業務を運送事業者を通じて提供させたことにより、発荷主にその費用を負担させた。

この商品の検品と仕分けまで
お願いします。

契約に含まれていない
作業なのに、その費用まで
うちが負担するのか･･･

検品や仕分けまでは契約
に含まれていないのに、
追加の費用はうちの負担
　なのか･･･

　着荷主は、発荷主に対し、あらかじめ契約内容に含まれていないにもかかわらず、商品の
検品・仕分け業務を運送事業者を通じて提供させたことにより、発荷主にその費用を負担
させた。

契約にない荷下ろし業務を行わせたにもかかわらず…

契約にない商品の検品・仕分け業務を行わせたにもかかわらず･･･

検品や仕分けまでは契約
に含まれていないのに、
追加の費用はうちの負担
　なのか･･･

この商品の荷下ろしまで
お願いします。

発荷主

発荷主

着荷主

着荷主
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②　不当な運送内容の変更・やり直し（物流特殊指定第２項第２号）

特定着荷主が、運送の内容を変更させ、又はその運送を行った後に運送のやり直
しをさせることにより、特定発荷主の利益を不当に害してはいけません。

具体例①

具体例②

　着荷主は、発荷主に対し、自社の都合により運送事業者に長時間の待機をさせたにもかかわ
らず、発荷主にその費用を負担させた。

今日は受け取れないので、
後日もう一度配達して
ください。

着荷主側の都合で待た
されたのに、待機費用は
うちが負担するのか･･･

着荷主側の都合で再配達
になったのに、その費用
はうちが負担するのか･･･

　着荷主は、発荷主に対し、自社の都合により商品を運送事業者に再配達させたにもかか
わらず、発荷主にその費用を負担させた。

長時間待機させたにもかかわらず･･･

運送をやり直させたにもかかわらず･･･

受入れの準備ができていな
いので、もうしばらく待って
いてください。

発荷主

発荷主

着荷主

着荷主
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③　情報提供に対する報復措置（物流特殊指定第３項）

違反を未然に防止するために

特定着荷主は、特定着荷主が物流特殊指定第２項に掲げる行為（前記①～②）をしていた
場合に、特定発荷主が公正取引委員会に対しその事実を知らせ、又は知らせようとしたこと
を理由として、取引の量を減じ、取引を停止し、その他不利益な取扱いをしてはいけません。

具体例

　着荷主は、発荷主が公正取引委員会に対して不当な経済上の利益の提供要請をしたことを
知らせようとしたことを理由として、取引を停止した。

　違反を未然に防止する観点から、特定着荷主には、特定発荷主に「経済上の利益の提供」（荷役作
業、附帯業務等）、「運送の内容の変更」又は「運送のやり直し」をさせることが予想される場合、特
定発荷主と十分協議した上で、あらかじめその内容や対価等の条件を明確にして合意しておくことが
求められます。
　また、明確化の方法としては、書面又は電子メール等の電磁的方法などの記録に残る方法が望まし
いと考えられます。

そんなことを言うのなら、
今後取引しませんよ。

情報提供したことを理由に…

契約に含まれていない荷下ろし
作業の費用を負担させるのは、
独占禁止法上問題ですよ。公正
取引委員会に言いますよ。

着荷主発荷主

！
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　公正取引委員会では、物流特殊指定上問題があると思われる行為を行っている特定
荷主、特定着荷主に関する情報を積極的に収集し、調査を行っています。
　その結果、違反行為が認められた場合には、違反行為を取りやめさせるなどの措置を
講じています（図７）。

　公正取引委員会では、独占禁止法の優越的地位の濫用に係る情報に接した場合
に、その調査を効率的かつ効果的に行い、必要な是正措置を講じていくことを目的と
し、「優越的地位濫用事件タスクフォース」を審査局内に設置しています。
　優越的地位濫用事件タスクフォースにおいては、効率的かつ効果的な調査を行
い、濫用行為の抑止・是正に努めることとしています。

　独占禁止法違反事件処理の詳細（調査権限、罰則等）については、『知ってなっとく
独占禁止法』など独占禁止法に関する各種ガイドブックや公正取引委員会のホーム
ページを併せて御確認ください。

独占禁止法（物流特殊指定）違反行為への対処

優越的地位濫用事件タスクフォースについて

（図７）独占禁止法（物流特殊指定）違反事件処理の流れ

中小企業庁の請求
（中小企業庁設置法）

警告・注意等

物流事業者・発荷主等
からの情報提供（申告）

調　査

職権探知

排除措置命令
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参考

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（抄）

（昭和22年４月14日法律第54号）

第２条

９　この法律において「不公正な取引方法」とは、次の

各号のいずれかに該当する行為をいう。

五　自己の取引上の地位が相手方に優越していること

を利用して、正常な商慣習に照らして不当に、次の

いずれかに該当する行為をすること。

イ　継続して取引する相手方（新たに継続して取引

しようとする相手方を含む。ロにおいて同じ。）に

対して、当該取引に係る商品又は役務以外の商品

又は役務を購入させること。

ロ　継続して取引する相手方に対して、自己のため

に金銭、役務その他の経済上の利益を提供させる

こと。

ハ　取引の相手方からの取引に係る商品の受領を拒

み、取引の相手方から取引に係る商品を受領した

後当該商品を当該取引の相手方に引き取らせ、取

引の相手方に対して取引の対価の支払を遅らせ、

若しくはその額を減じ、その他取引の相手方に不

利益となるように取引の条件を設定し、若しくは

変更し、又は取引を実施すること。

六　前各号に掲げるもののほか、次のいずれかに該当

する行為であつて、公正な競争を阻害するおそれが

あるもののうち、公正取引委員会が指定するもの

ホ　自己の取引上の地位を不当に利用して相手方と

取引すること。

ヘ　自己又は自己が株主若しくは役員である会社と

国内において競争関係にある他の事業者とその取

引の相手方との取引を不当に妨害し、又は当該事

業者が会社である場合において、その会社の株主

若しくは役員をその会社の不利益となる行為をす

るように、不当に誘引し、唆し、若しくは強制す

ること。

第 19 条　事業者は、不公正な取引方法を用いてはならな

い。

第 72 条　第２条第９項第６号の規定による指定は、告示

によつてこれを行う。

特定荷主が物品の運送又は保管を委託する場合等の特定の不公正
な取引方法
　　　　　　　　　平成16年3月 8 日公正取引委員会告示第１号
　　　　　　改正 平成18年3月27日公正取引委員会告示第５号
　　　　　　改正 令和７年11月14日公正取引委員会告示第１号
　　　　　　改正 令和8 年6月18日公正取引委員会告示第２号

　私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年
法律第 54 号）第２条第９項の規定に基づき、特定荷主が物品の
運送又は保管を委託する場合の特定の不公正な取引方法を次のよ
うに指定する。

　特定荷主が物品の運送又は保管を委託する場合等の特定の不公
正な取引方法

（特定荷主の禁止行為）
１　特定荷主が、特定物流事業者に対し運送委託又は保管委託を

した場合に、次の各号のいずれかに掲げる行為をすること。

（代金の支払遅延）
一　特定物流事業者の責めに帰すべき理由がないのに、代金

をあらかじめ定めた支払期日の経過後なお支払わないこと
（当該代金の支払について、手形を交付すること並びに金銭
及び手形以外の支払手段であって当該支払期日までに当該
代金の額に相当する額の金銭と引き換えることが困難であ
るものを使用することを含む。）。

（代金の減額）
二　特定物流事業者の責めに帰すべき理由がないのに、あら

かじめ定めた代金の額を減じること。

（買いたたき）
三　特定物流事業者の運送又は保管の内容と同種又は類似の

内容の運送又は保管に対し通常支払われる対価に比し著し
く低い代金の額を不当に定めること。

（物の購入・利用強制）
四　正当な理由がある場合を除き、自己の指定する物を強制

して購入させ、又は役務を強制して利用させること。

（不当な経済上の利益の提供要請）
五　自己のために金銭、役務その他の経済上の利益を提供さ

せることにより、特定物流事業者の利益を不当に害するこ
と。

（不当な運送・保管内容の変更・やり直し）
六　特定物流事業者の運送若しくは保管の内容を変更させ、

又は運送若しくは保管を行った後に運送若しくは保管をや
り直させることにより、特定物流事業者の利益を不当に害
すること。

（協議に応じない一方的な代金決定）
七　特定物流事業者の運送又は保管に関する費用の変動その

他の事情が生じた場合において、特定物流事業者が代金の
額に関する協議を求めたにもかかわらず、当該協議に応じ
ず、又は当該協議において特定物流事業者の求めた事項に
ついて必要な説明若しくは情報の提供をせず、一方的に代
金の額を決定することにより、特定物流事業者の利益を不
当に害すること。

（要求拒否に対する報復措置）
八　特定物流事業者が前各号に掲げる事項の要求を拒否した

ことを理由として、特定物流事業者に対して、取引の量を
減じ、取引を停止し、その他不利益な取扱いをすること。

（特定着荷主の禁止行為）
２　特定着荷主が、備考第３項各号に規定する物品の引渡しを受

ける場合に、次の各号のいずれかに掲げる行為をすることに
より、特定発荷主の利益を不当に害すること。

（不当な経済上の利益の提供要請）
一　自己のために当該物品の運送（以下この項において単に「運

送」という。）の役務以外の役務その他の経済上の利益の提供
をさせること（特定発荷主が運送を受託する事業者に当該提
供の行為をさせる場合に限る。）。

（不当な運送内容の変更・やり直し）
二　運送の内容の変更をさせ、又はその運送を行った後に運送の

やり直しをさせること（特定発荷主が運送を受託する事業者
に当該変更又はやり直しの行為をさせる場合に限る。）。
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（情報提供に対する報復措置）
３　特定荷主又は特定着荷主についてこの告示で指定する行為に

該当する事実があると認められる場合に、特定物流事業者又
は特定発荷主が公正取引委員会に対しその事実を知らせ、又
は知らせようとしたことを理由として、取引の量を減じ、取
引を停止し、その他不利益な取扱いをすること。

備　考
（特定荷主の定義）

１　この告示において「特定荷主」とは、次の各号のいずれかに
該当する事業者をいう。
一　資本金の額又は出資の総額が３億円を超える法人たる事

業者であって、個人又は資本金の額若しくは出資の総額が
３億円以下の法人（資本金の額又は出資の総額が３億円を
超える事業者の子会社を除く。次項第１号において同じ。）
たる事業者に対し物品の運送又は保管を委託するもの

二　資本金の額又は出資の総額が１０００万円を超え３億円
以下の法人たる事業者であって、個人又は資本金の額若し
くは出資の総額が１０００万円以下の法人（資本金の額又
は出資の総額が１０００万円を超える事業者の子会社を除
く。次項第２号において同じ。）たる事業者に対し物品の運
送又は保管を委託するもの

三　常時使用する従業員の数が３００人を超える法人たる事
業者であって、常時使用する従業員の数が３００人以下の
個人又は法人たる事業者に対し物品の運送又は保管を委託
するもの（第１号又は前号に該当する者がそれぞれ次項第
１号又は第２号に該当する者に対し物品の運送又は保管を
委託する場合を除く。）

四　物品の運送又は保管を委託する事業者であって、受託す
る事業者に対し取引上優越した地位にあるもの（第１号、
第２号又は前号に該当する者がそれぞれ次項第１号、第２
号又は第３号に該当する者に対し物品の運送又は保管を委
託する場合を除く。）

（特定物流事業者の定義）
２　この告示において「特定物流事業者」とは、次の各号のいず

れかに該当する事業者をいう。
一　個人又は資本金の額若しくは出資の総額が３億円以下の

法人たる事業者であって、前項第１号に規定する特定荷主
から継続的に物品の運送又は保管を受託するもの

二　個人又は資本金の額若しくは出資の総額が１０００万円
以下の法人たる事業者であって、前項第２号に規定する特
定荷主から継続的に物品の運送又は保管を受託するもの

三　常時使用する従業員の数が３００人以下の個人又は法人
たる事業者であって、前項第３号に規定する特定荷主から
継続的に物品の運送又は保管を受託するもの

四　前項第４号に規定する特定荷主から継続的に物品の運送
又は保管を受託する事業者であって、当該特定荷主に対し
取引上の地位が劣っているもの

（特定着荷主の定義）
３　この告示において「特定着荷主」とは、次の各号のいずれか

に該当する事業者をいう。
一　資本金の額又は出資の総額が３億円を超える法人たる事

業者であって、個人若しくは資本金の額若しくは出資の総
額が３億円以下の法人たる事業者が業として行う販売、業
として請け負う製造（加工を含む。以下この項において同
じ。）若しくは業として請け負う修理における継続的な取引
の相手方としてその目的物たる物品の引渡しを受けるもの
又は当該事業者が業として請け負う作成における継続的な
取引の相手方としてその目的たる情報成果物（製造委託等
に係る中小受託事業者に対する代金の支払の遅延等の防止
に関する法律（昭和３１年法律第１２０号）第２条第７項
に規定する情報成果物をいう。以下この項において同じ。）
が記載され、記録され、若しくは化体された物品の引渡し
を受けるもの

二　資本金の額又は出資の総額が１０００万円を超え３億円
以下の法人たる事業者であって、個人若しくは資本金の額
若しくは出資の総額が１０００万円以下の法人たる事業者
が業として行う販売、業として請け負う製造若しくは業と
して請け負う修理における継続的な取引の相手方としてそ
の目的物たる物品の引渡しを受けるもの又は当該事業者が
業として請け負う作成における継続的な取引の相手方とし
てその目的たる情報成果物が記載され、記録され、若しく
は化体された物品の引渡しを受けるもの

三　常時使用する従業員の数が３００人を超える法人たる事
業者であって、常時使用する従業員の数が３００人以下の

個人若しくは法人たる事業者が業として行う販売、業とし
て請け負う製造若しくは業として請け負う修理における継
続的な取引の相手方としてその目的物たる物品の引渡しを
受けるもの又は当該事業者が業として請け負う作成におけ
る継続的な取引の相手方としてその目的たる情報成果物が
記載され、記録され、若しくは化体された物品の引渡しを
受けるもの（第１号又は前号に該当する者が、それぞれ次
項第１号又は第２号に該当する者から第１号又は前号に規
定する物品の引渡しを受ける場合を除く。）

四　事業者が業として行う販売、業として請け負う製造若し
くは業として請け負う修理における継続的な取引の相手方
としてその目的物たる物品の引渡しを受ける事業者又は事
業者が業として請け負う作成における継続的な取引の相手
方としてその目的たる情報成果物が記載され、記録され、
若しくは化体された物品の引渡しを受ける事業者であって、
これらの物品を引き渡すために行う運送を他の事業者に委
託するものに対し取引上優越した地位にあるもの（第１号、
第２号又は前号に該当する者が、それぞれ次項第１号、第
２号又は第３号に該当する者から第１号、第２号又は前号
に規定する物品の引渡しを受ける場合を除く。）

（特定発荷主の定義）
４　この告示において「特定発荷主」とは、次の各号のいずれか

に該当する事業者をいう。
一　個人又は資本金の額若しくは出資の総額が３億円以下の

法人たる事業者であって、前項第１号に規定する特定着荷
主に対し同号に規定する物品を引き渡すために行う運送を
他の事業者に委託するもの

二　個人又は資本金の額若しくは出資の総額が１０００万円
以下の法人たる事業者であって、前項第２号に規定する特
定着荷主に対し同号に規定する物品を引き渡すために行う
運送を他の事業者に委託するもの

三　常時使用する従業員の数が３００人以下の個人又は法人
たる事業者であって、前項第３号に規定する特定着荷主に
対し同号に規定する物品を引き渡すために行う運送を他の
事業者に委託するもの

四　前項第４号に規定する特定着荷主に対し同号に規定する
物品を引き渡すために行う運送を他の事業者に委託する事
業者であって、当該特定着荷主に対し取引上の地位が劣っ
ているもの

（みなし特定荷主・みなし特定物流事業者の定義）
５　事業者がその子会社に対し継続的に物品の運送又は保管を

委託し、子会社がその運送委託に係る運送の行為又はその保
管委託に係る保管の行為について再委託をする場合において、
再委託を受ける事業者が、運送又は保管を委託する当該事業
者から直接運送委託又は保管委託を受けるものとすれば備考
第２項各号のいずれかに該当することとなる事業者であると
きは、この告示の適用については、再委託をする事業者は特
定荷主と、再委託を受ける事業者は特定物流事業者とみなす。

（代金の定義）
６　この告示において「代金」とは、事業者が他の事業者に対し

物品の運送又は保管を委託した場合に受託した事業者の運送
又は保管に対し支払うべき運賃又は料金をいう。

（子会社・みなし子会社の定義）
７　この告示において「子会社」とは、会社がその総株主（総社

員を含む。以下この項において同じ。）の議決権（株主総会に
おいて決議をすることができる事項の全部につき議決権を行
使することができない株式についての議決権を除き、会社法

（平成１７年法律第８６号）第８７９条第３項の規定により議
決権を有するものとみなされる株式についての議決権を含む。
以下この項において同じ。）の過半数を有する他の会社をいう。
この場合において、会社及びその１若しくは２以上の子会社又
は当該会社の１若しくは２以上の子会社がその総株主の議決
権の過半数を有する他の会社は、当該会社の子会社とみなす。

　　　附　則
　この告示は、平成 16 年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成 18 年３月２７日公正取引委員会告示第５号）
　この告示は、会社法（平成 17 年法律第 86 号）の施行の日から
施行する。
　　　　  （施行の日＝平成１８年５月１日）
　　　附　則　（令和７年 11 月 14 日公正取引委員会告示第１号）
　この告示は、令和８年１月１日から施行する。
　　　附　則　（令和８年６月１８日公正取引委員会告示第２号）
　この告示は、令和９年４月１日から施行する。
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　公正取引委員会では、本局及び各地方事務所等において、物流特殊指定について
の御相談に対応しています。

物流特殊指定についてのお問い合わせ先

事務所名 問い合わせ先

公正取引委員会事務総局
　経済取引局  取引部  企業取引課 電話　03-3581-3375（直）

北海道事務所  取引課 電話　011-231-6300（代）

東北事務所  取引課 電話　022-225-7096（直）

中部事務所
  第一・第二取引適正化調査課 電話　052-961-9424（直）

近畿中国四国事務所  取引課 電話　06-6941-2175（直）

中国支所  取引課 電話　082-228-1502（直）

四国支所  取引課 電話　087-811-1754（直）

九州事務所  取引課 電話　092-431-6031（直）

沖縄総合事務局  公正取引課 電話　098-866-0049（直）

全国の相談窓口

インターネットでも、様々な情報を提供しています。是非、御利用ください。
https://www.jftc.go.jp/


